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意見の趣旨 

 一般用医薬品の対面販売を維持すべきであり、インターネット販売規制の緩和等に反

対します。 

意見の理由 

１  はじめに 

 行政刷新会議が本年３月６日、７日に行なう「規制仕分け」において、一般用医薬

品のインターネット販売規制が議題となっています。 

 また、行政刷新会議の「規制・制度改革に関する分科会」の「ライフイノベーショ

ンＷＧ」において、一般用医薬品のインターネット販売規制が議題になっています。

そして、同ＷＧの「規制・制度改革検討シート」では、改革案として「販売履歴の管

理、購入量の制限など、一定の安全性を確保しながらインターネット等で医薬品を販

売するためのルールを制定する。同時に、店舗での販売においても、テレビ電話、Ｆ

ＡＸ等を活用し、遠隔でも薬剤師からリアルタイムで情報提供を受けられる体制を確

保している場合は、薬剤師、登録販売者の常駐義務を撤廃する。」として、インター

ネット販売規制の緩和及び店舗販売における専門家の常駐義務の撤廃等を提言して

います。 

 しかし、以下に述べるように、こうした動きは、長年かけて議論した「改正薬事法」

に至る議論を無視するものであり、しかも、医薬品のユーザーである消費者、医薬品

によって甚大な被害を被った薬害被害者の声を無視して一般用医薬品のインターネ

ット販売規制等の緩和を推し進めようとするものであり、到底容認できるものではあ

りません。 

 

２ 対面販売の必要性 

 ２００９年６月の「改正薬事法」施行に伴い、省令により、一般用医薬品について、

第３類医薬品を除き、インターネット販売等が禁止されました。 

 「改正薬事法」の基本的理念は、専門家による実効性のある情報提供と相談対応に

よって、一般用医薬品の適切で安全な使用を実現しようとする点にあります。 

 ２００４年から２００７年に医薬品副作用救済制度による給付が行われた２７４
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３件のうち、原因薬剤に一般用医薬品を含むものは１３９件（５％）あり、一般用医

薬品による健康被害の内訳をみると、スティーブンス・ジョンソン症候群、中毒性表

皮壊死症など重篤な副作用被害が最も多く、少なくとも７人が死亡していると報告さ

れています。そして、原因薬剤の半数以上は、第２類の総合感冒薬です。副作用被害

救済制度の申請率の低さに鑑みれば、実際には一般用医薬品によって、より多くの副

作用被害が発生していると考えられます。 

 一般用医薬品の安全な使用を確保するためには、対面販売が不可欠であり、対面販

売を実現できないインターネット販売を禁止した省令は極めて適切です。 

 規制緩和を求める意見としては、 

① 消費者の利便性の毀損 

② 事業者間の公平性の阻害 

③ 店舗販売でも対面販売が定着していない。 

④ 店舗販売にインターネット、電話等の販売が劣るというデータはない。 

⑤ 有資格者の常駐は人件費コストが過大である。 

⑥ 情報機器の進化（テレビ電話・ファックス・デジタルコードなどの存在） 

などを挙げます（例えば、「規制・制度改革に関する分科会」「ライフイノベーショ

ンＷＧ」の「規制・制度改革検討シート」）。 

 しかし、医薬品の購入者と五官を通じて直接対応することにより、個々の事情に応

じたきめ細かな情報提供を行ない、また、相談対応ができることを通じて医薬品の安

全性を確保するというのが対面販売の趣旨です。現在の発達した情報機器であって

も、このようなきめ細かな情報提供・相談対応はできません。また、ネットなどで、

どれだけ丁寧に情報が書かれていても、購入者が薬による副作用を充分認識していな

い場合には、リスク情報を読み飛ばしたりしたまま、同意ボタンや購入ボタンを押し

てしまうという危険性が高く、また、これをチェックすることが困難です。購入者が、

リスク情報を正しく認識できているか否かを把握することは、直接の対面販売による

相互のやりとりによってこそなし得ることです。 

 そして、消費者が求める利便性は、あくまで安全を前提にしたものであり、安全性

を軽視してまでも消費者の利便性を追求するというのは本末転倒です。国民の生命・
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健康に関わる医薬品の安全性を蔑ろにして、事業者間の公平性や人件費コストのため

に規制緩和するというのは論外です。 

 店舗販売における対面販売の定着率の低さについては、寧ろ、改正薬事法の理念で

ある対面販売を徹底させるように施策を実施していくべきであり、店頭で対面販売が

定着していないことを理由に、インターネット販売を規制緩和したり、店舗における

専門家の常駐義務を撤廃するなどという根拠にはなり得ません。過去の甚大な薬害が

一般用医薬品によって繰り返されたことや、前述のようなスティーブンス・ジョンソ

ン症候群、中毒性表皮壊死症など重篤な副作用被害が生じうることを知っている消費

者は決して多くないのが現状です。対面販売を通じて、こうした問題を広く消費者に

知らせることこそ国民の生命・健康に資するものです。 

 

３ 生命・健康の安全を脅かす「規制緩和」に反対する 

 ２００９年６月の薬事法改正は、当時野党であった民主党も含め、国会において全

会一致で成立したものです。それからわずか１年半で、改正薬事法の理念を無視した

規制緩和を行うことは、朝令暮改以外の何ものでもありません。 

 現政権の与党である民主党は、「国民の生活が第一。」をスローガンとして掲げて

います。生命・健康の安全確保は「国民の生活」の上で最低限必要な基本的なもので

す。「規制緩和」の名の下に、これを脅かすようなことは決してあってはなりません。

これまで現政権に期待した多くの消費者、薬害被害者を裏切ることになります。 

 今、求められているのは、対面販売の原則を堅持して、店頭販売を含め、専門家に

よる実効性のある情報提供と相談対応を徹底して、改正薬事法の理念である一般用医

薬品の適切で安全な使用を実現することであり、インターネット販売を解禁したり、

規制を緩めたりすることではありません。 

 私たちは、一般用医薬品の対面販売を維持し、インターネット販売規制の緩和等に

反対します。 

以上 


